













































































































































































































































































































































































































竹内の提起を教育実践論として引き受けると､生きること （生存権） と学ぶこと （教育権)、
そして働くこと （労働権）を統一的に把握する反貧困の教育実践が求められているとも言えよ
う。
第三に､90年代後半から推進された社会の解体の下での､生きることの困難､子育ての困難、
働くことの困難の諸矛盾が顕在化したことについては先に触れた。それと呼応するように、癒
しや心理主義が台頭したとおもわれるが、 もちろんこれらがすべて無意味だとは言わないが、
これで問題が根本から解決するとは思われない。行論で述べたように、社会の解体と自己責任
論が生きにくさの根源にあるわけで、 これらを批判しつつ現代に相応しい社会権の構想とその
制度設計が求められていると言えよう。 「反貧困｣はこうした課題を提起しているともいえる。
第四に、教育界、特に民間教育団体に存在する社会権へのアレルギーをどう超えていくのか
という課題が残る。社会権とは国家（権力）が積極的に人権保障のために介入することを前提
とする訳であるから、どうしても教育の自由の保障との関係で問題が生じてくる可能性を否定
できない。過去には福祉国家を前面に押し出すことで、文部省が教育内容に介入することを正
当化しようとした時期があったし、近年の新自由主義改革でも教師の専門性への権力的統制が
強化されている。こうした文部行政への警戒、不信が民間教育団体には根強く残っている。教
育の自由を確保しながら、基本的人権保障のために行政が積極的に役割を果たす理論と実践的
テクネ（技術）を提起することが求められている。
個人的な体験であるが、勤務校に置いて、福祉系の学科の新設に関わった。そこで改めて、
文部行政と厚生労働行政との指導行政文化の質的相違を実感した。例えば学科目のシラバスの
内容について、文科省は大綱的な枠組みは示すが、具体的な記述については担当教員の裁量を
尊重しようとするが、厚生労働省の場合は全く異なる。担当事務官がシラバスの書き方、内容
まで細かくチェックする。科目担当者の適格性につても、文科省の場合は、審査を依頼された
専門家が意見を述べると思うが、厚生労働省の場合は事務官が書類を見てその適格性を判断す
るのである。両省の対応を比較すると、文科省にはまだ当該大学の自治・学問の自由や教員の
主体性を尊重しようとする配慮は伺える。長年にわたる大学の自治、学問の自由の伝統が、形
骸化しつつはあるが、一定程度存在していると思われる。文科省の対応に慣れた感覚からする
と、社会権の中心部分を占める厚生労働省の対応は、依然として官僚統制的に映るのである。
第五に、教育（法）関係者と社会福祉（法）関係者、労働運動・労働法関係者との幅広い共
同をどうつくり、発展させていくのかが問われていると、いえよう。
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